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現⾏制度概要

• 省エネ法は、事業者が取り組むべき省エネ措置に関する告⽰（判断基準）を設定して
その達成を求めている。

• 加えて、年間1,500kl以上のエネルギーを使⽤する事業者に対しては、毎年度、省エネ
取組状況について定期報告を⾏う義務を課し、取組が不⼗分な場合には、指導、指⽰
、公表、命令、罰則が措置される。

• 判断基準の中で、⽕⼒発電に関しては、⼀般・卸電気事業者に対して⼀段⾼い⽔準の
省エネを求めるため、新設発電設備の発電効率基準（新設基準）、既設発電設備の
稼働状況に関する基準（ベンチマーク制度※）を設定し、その達成を求めている。

規制対象 規制⽔準
新設基準 ⼀般・卸電気事業者の新

設⽕⼒発電設備
汎⽤機の中で最⾼⽔準の発電効率

ベンチマーク制度 ⼀般・卸電気事業者の有
する全ての⽕⼒発電設備

適切に点検維持することで、性能試験において、当初
設計通りの発電効率以上の⽔準（100.3％以上）
を達成すること

※ベンチマーク制度
同⼀業種でベンチマーク指標を設定し、上位1〜2割の事業者が達成できる⽔準に⽬標値を設けた上で、その業種に属する全ての事業者に対して中⻑期
的に⽬標値の達成を求めていく制度。
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今回の改正の全体像

規制対象の改正（全ての発電事業者を対象化）
• 電事法改正によって⼀般・卸電気事業の区分がなくなることに加え、今般の⼩売⾃由化

に伴って、売電を主とした発電への新規参⼊が多く⾒込まれるため、⼀般・卸電気事業
者に代わり、売電を主として発電を⾏う電事法上の「発電事業者」を規制対象として、新
設基準やベンチマーク制度の⽬標値の達成を求めていく。

新設⽕⼒の⾼効率化（新設基準の⾒直し）
• 新設⽕⼒に対し、エネルギーミックスを達成するために必要な発電効率の⽔準（⽯炭⽕

⼒はUSC相当など）以上の発電効率を求めていく。

既設⽕⼒の⾼効率化（ベンチマーク制度の⾒直し）
• 既設⽕⼒に対し、エネルギーミックスを達成するために必要な発電効率や電源構成（⽯

炭26%、LNG27%、⽯油3%で⽕⼒合計56%）と整合する発電実績効率の⽬標値
を設定し、⽼朽化⽕⼒の休廃⽌や稼働減による新陳代謝を促していく。

これらの仕組みにより、発電段階において、エネルギーミックスの達成を⽀えていく。
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新設基準

• エネルギーミックスでは、⽯炭⽕⼒は全体としてUSC相当、LNG⽕⼒は全体としてコンバ
インドサイクル発電相当の⽔準を⽬指すとしており、新設発電設備の⾼効率化のため、
燃料種別の新設基準を設定する。

• なお、⼩規模⽕⼒については、⼤規模⽕⼒に⽐べて発電効率で劣るものの、熱需要を
確保しやすくコジェネによって総合効率向上の余地が⼤きいことなどから、⼩規模⽕⼒を
⼀律に禁⽌とはせず、コジェネなどの⼿法によって効率を⾼めて新設基準をクリアすること
で、新設を可能とする。

• 規制対象は、⼀般・卸電気事業者に代えて、電事法上の全ての発電事業者とする。

燃料種 新設基準（発電端、HHV） 設定根拠
⽯炭 42.0％ 経済性・信頼性において問題なく商⽤プラントとして既に運転開始

をしているUSCの値を踏まえて設定
LNG 50.5％ 経済性・信頼性において問題なく商⽤プラントとして既に運転開始

をしているコンバインドサイクル発電の値を踏まえて設定
⽯油等 39.0％ 最新鋭の⽯炭等⽕⼒発電設備の発電効率

3



発電効率の算出⽅法の特例（副⽣物活⽤、コジェネ、バイオマス混焼）
• 省エネ法の発電効率に関する各基準が、⽣産過程の副⽣物（副⽣ガス、廃棄物、廃熱等）の発電への活

⽤やコジェネの導⼊を阻害することのないよう、これらの場合についての効率の算出⽅法を別途設定する。
• バイオマス混焼については、バイオマス燃料の安定的な使⽤を求めるため、バイオマス混焼時の発電効率を参考

指標として提出し、毎年度の定期報告において、バイオマス燃料の投⼊⽐率・原産国、⽉別実績効率の報告
を求める。

• この措置によって、バイオマス混焼を⼀律に扱うことはせず、⾼効率かつ安定的なバイオマス混焼を促す。

※いずれも設計上における定格運転時の値

発電専⽤設備から得られる電気エネルギー量
発電専⽤設備に投⼊する副⽣物の

エネルギー量
発電専⽤設備に投⼊する

エネルギー量 ―

副⽣物を発電に活⽤する場合の
「省エネ法における」効率 ＝

発電専⽤設備から得られる
電気エネルギー量

発電専⽤設備から得られる
熱エネルギー量のうち熱として活⽤されるもの

発電専⽤設備に投⼊するエネルギー量

＋コジェネを活⽤する場合の
「省エネ法における」効率 ＝

発電専⽤設備から得られる電気エネルギー量
発電専⽤設備に投⼊する

バイオマス燃料のエネルギー量
発電専⽤設備に投⼊する

エネルギー量 ―
バイオマス混焼の

「省エネ法における」効率 ＝
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ベンチマーク制度（⽕⼒発電効率Ａ指標）

• 新設⽕⼒のみならず、既設⽕⼒の⾼効率化を促すため、燃料種毎の発電実績効率の
⽬標値に対する達成度合いをベンチマーク指標とする。

• 事業者は、⾼効率⽕⼒の新設のほか、⽼朽⽕⼒の休廃⽌や稼働減による新陳代謝に
よって指標の改善を⽬指すこととなる。

• 規制対象は、⼀般・卸電気事業者に代えて、電事法上の全ての発電事業者とする。

⽕⼒発電効率Ａ指標
⽯炭⽕⼒発電効率の⽬標値（41％）

LNG⽕⼒発電効率の⽬標値（48％）

事業者の全⽯炭⽕⼒発電効率の実績値

事業者の全LNG⽕⼒発電効率の実績値

⽕⼒のうち⽯炭⽕⼒の
発電量⽐率の実績値

⽯油等⽕⼒発電効率の⽬標値（39％）
事業者の全⽯油等⽕⼒発電効率の実績値

⽕⼒のうちLNG⽕⼒の
発電量⽐率の実績値

⽕⼒のうち⽯油等⽕⼒の
発電量⽐率の実績値

⽼朽⽕⼒のリプレースや廃⽌・稼働減がないと
発電効率は改善しない 既存設備での最⾼⽔準をそれぞれの

⽬標値として設定（⽯炭⽕⼒の場合USC相当）

⽬標値 1.00以上

⽯炭⽕⼒などの効率の達成度

※いずれも発電端ＨＨＶでの発電効率の値

×

×

×

＋

＝

＋
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ベンチマーク制度（⽕⼒発電効率Ｂ指標）
• ⽕⼒発電効率Ａ指標は、燃料種毎の発電効率の実績値に関する⽬標値の「達成率」を指標としたもの。⼀⽅で、⽕⼒発電

の総合的な発電効率そのものについてもベンチマーク指標とする。⽬標の達成に向けては、より⾼効率なLNGコンバインドサイク
ル発電設備、IGCC、コジェネ等の活⽤による発電効率の向上を⾏うことが考えられる。

• ⽬標値の設定にあたっては、以下の考え⽅に沿って設定する。
 燃料種毎の発電効率については、⽕⼒発電効率Ａ指標と同様に、発電効率実績を踏まえて設定
 燃料種毎の発電量⽐率については、エネルギーミックスを勘案し、いずれの燃料種も過⼤／過⼩な⽐率を前提とした⽬標

値とならないよう、エネルギーミックスにおいて実現を⽬指す望ましい電源構成（全体の電源構成において、⽯炭26%、
LNG27%、⽯油3%で⽕⼒合計で56%）に沿って設定

⽕⼒発電効率Ｂ指標 事業者の全⽯炭⽕⼒発電効率の実績値

事業者の全LNG⽕⼒発電効率の実績値

⽕⼒のうち⽯炭⽕⼒の
発電量⽐率の実績値

＋

＝

事業者の全⽯油等⽕⼒発電効率の実績値＋

×
⽕⼒のうちLNG⽕⼒の
発電量⽐率の実績値×
⽕⼒のうち⽯油等⽕⼒の
発電量⽐率の実績値×

※いずれも発電端ＨＨＶでの発電効率の値

⽬標値 44.3％以上
⽯炭⽕⼒発電効率の⽬標値（41％）
LNG⽕⼒発電効率の⽬標値（48％）

⽕⼒56％のうち⽯炭⽕⼒26％

⽯油等⽕⼒発電効率の⽬標値（39％） ⽕⼒56％のうち⽯油等⽕⼒3％

算出根拠

⽕⼒56％のうちＬＮＧ⽕⼒27％

エネルギーミックスと整合的な
既存設備での最⾼⽔準の運転時効率をそれぞれの
⽬標値として設定（⽯炭⽕⼒の場合USC相当）

＋
＋

エネルギーミックスにおいて実現を⽬指す望ましい電源構成
（全体の電源構成において、⽯炭26%、LNG27%、

⽯油3%で⽕⼒合計で56%）

×
×
×

6



⾼効率な⽕⼒発電の導⼊による発電効率の向上等について
① ⽕⼒発電については、⾼効率な⽕⼒発電設備の新増設が進まず、効率の悪い⽼朽⽕⼒の休廃⽌

や稼働減が進まない場合、⽕⼒発電の全体的な発電効率の向上が進まない。この場合、エネルギー
ミックスと整合的な2030年度の原単位⽬標（0.37kg-CO2/kWh）を達成出来ない。

② エネルギーミックスの設定の前提として、再エネの導⼊増により⽯炭⽕⼒についても稼働率の低下が⾒
込まれており、⽯炭⽕⼒の利⽤率が現状より低下することによって、発電効率についても１％の低下
を⾒込まれている。

③ ⾼効率な⽕⼒発電設備の新増設が進まないことにより、効率の悪い⽼朽⽕⼒の稼働が維持される
場合には、⽯炭⽕⼒の発電効率の低下により、2030年度のCO2排出係数は0.01kg-CO2/kWh
程度悪化することが想定される。
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⽯炭効率 CO2排出係数
エネルギーミックスにおける⽯炭の発電
電⼒量（2,810億kWh）を焚くこと

で発⽣するCO2排出量
⾼効率な⽕⼒発電設備の新
増設が進まないことにより、効
率の悪い⽼朽⽕⼒の稼働が

維持される場合

39.6%
（40.6%-1.0%）
現状

0.814 kg-
CO2/kWh 2.29億t-CO2

エネルギーミックスの
想定 41% 0.786 kg-

CO2/kWh 2.21 億t-CO2

800万t-CO2
の増加

⾼効率な⽕⼒発電設備の新増設が進まないことにより、効率の悪い⽼朽⽕⼒の稼働が維持される場合、
電⼒業界全体のCO2排出係数は0.01kg-CO2/kWh程度の悪化し、0.38kg-CO2/kWh程度となる。

2030年度の電⼒需要想定値
9,808億kWh

800万ｔ－ＣＯ２
＝ 0.01 kg-CO2/kWh
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○省エネ法によるルール整備
・発電事業者に⽕⼒発電の⾼効率化を求める
-新設時の設備単位での効率基準を設定

(⽯炭:USC並, LNG:コンバインドサイクル並)
-既設含めた事業者単位の効率基準を設定

(エネルギーミックスと整合的な発電効率)

0.37kg-CO2/kWh(2030年度)というｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽと整合的な⽬標を設定（販売電⼒の99%超をカバー）
①【電気事業者の⾃主的な枠組】

○⾼度化法によるルール整備
・⼩売事業者に低炭素な電源の調達を求める
-全⼩売事業者
-2030年度に⾮化⽯電源44%
（省エネ法とあわせて0.37kg-CO2/kWh相当）

-⾮化⽯電源⽐率に加え、CO２も報告対象に含める
-共同での⽬標達成

⾃由化と整合的なエネルギー市場設計：⼩売営業ガイドライン等

【⽀える仕組み】（市場設計）

排出係数0.37kg-CO2/kWh(2030年度)の達成を実現

③【⽀える仕組み】（⼩売段階）②【⽀える仕組み】 （発電段階）

「電気事業低炭素社会協議会」を創設 → 個社の実施状況を毎年確認し、必要に応じ⾒直し。

実績を踏まえ、経産大臣が、指導・助言、勧告・命令。[実効性と透明性を確保]

①電⼒の⾃主的枠組みの強化を、②省エネ法と③⾼度化法などによる措置で⽀え、
「実効性」と「透明性」を確保。

新たなフォローアップの仕組みの創設
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○⽕⼒発電所の新設計画にはLNG⽕⼒も多数あり、⽯炭⽕⼒に偏ったものではない。
＜参考：2013年度以降の新設⽕⼒（計画含む）＞

⾼効率⽯炭⽕⼒（USC） ：1,500万kW程度
次世代⾼効率⽕⼒（IGCC）：125万kW
⼩規模⽯炭⽕⼒15件程度と想定すると、150万kW程度

⾼効率LNG⽕⼒（GTCC）：2,900万kW程度

【2014年度 燃料種ごとの⽕⼒設備容量】
⽯炭⽕⼒：約4,100万kW LNG⽕⼒：約6,900万kW ⽯油等⽕⼒：約4,600万kW

⽯炭
1,775万kW程度

LNG
2,900万kW程度

技術⽅式 設備容量 導⼊本格化
時期

Sub-C (亜臨界圧) 約900万kW 1960年代〜

SC (超臨界圧) 約1,700万kW 1980年代〜

USC (超々臨界圧) 約1,600万kW 1995年頃〜

技術⽅式 設備容量 導⼊本格化
時期

従来型 約2,500万kW 1970年代〜

コンバインド
サイクル (GTCC) 約4,500万kW 1980年代〜

⽯炭⽕⼒ LNG⽕⼒

注 ⼀般・卸電気事業者及び卸供給事業者の合計。設備容量は2015年3⽉時点。
出典：電源開発の概要等から作成

⽕⼒発電所の新増設
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36未満 36-37未満 37-38未満 38-39未満 39-40未満 40-41未満 41-42未満 42-43未満 43-44未満

sub-C
SC
USC

既設⽕⼒発電所の発電効率について（⽯炭⽕⼒）

発電⽅式 発電電⼒量 設計効率 実績効率 低下幅
（設計→実績） 設備利⽤率

USC 1,346億kWh 42.56% 41.52% ▲1.04% 84.31%
SC 623億kWh 41.27% 39.89% ▲1.38% 84.15%

Sub-C 270億kWh 39.14% 37.70% ▲1.44% 69.62%

全体 2,238億kWh 41.79% 40.60% ▲1.19% 78.43%

（注1）発電効率は発電端、HHV （注2）実績効率は2014年度実績
（注3）発電効率の計算は発電電⼒量による加重平均

BATの参考表における設計効率に低下幅を考慮すると以下のとおり（例⽰：BATの(A)）
90〜110万kW級 USC 43％ 41.8%
70万kW級 USC 42.5％ 41.3%
60万kW級 USC 42% 40.8%
50万kW級 SC 42.5% 41.3%
20万kW級 Sub-C 41% 39.9%

低下幅
（▲1.19％）

反映

実績効率（発電端、HHV） USC

⽕⼒発電効率のベンチマーク指標①②
に⽤いる⽯炭⽕⼒発電効率の⽬標値は

41％とすることが考えられる。

基数

効率(%)

エネルギーミックスでは41％
（再エネ導⼊などの影響込） 11
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32以上-34未満 34以上-36未満 36以上-38未満 38以上-40未満 40以上-42未満 42以上-44未満 44以上-46未満 46以上-48未満 48以上-50未満 50以上-52未満 52以上-54未満

汽⼒タービン
１１００度級
１２００度級、１３００度級
１４００度級以上

既設⽕⼒発電所の発電効率について（LNG⽕⼒）

発電⽅式 発電電⼒量 設計効率 実績効率 低下幅
（設計→実績） 設備利⽤率

コンバインド
（1,400度級以上） 1,250億kWh 51.71% 50.97% ▲0.74% 79.77%

コンバインド
（1,300度級） 764億kWh 49.14% 47.89% ▲1.25% 81.74%
コンバインド

（1,200度級） 590億kWh 48.63% 47.46% ▲1.17% 62.78%
コンバインド

（1,100度級） 166億kWh 42.74% 42.46% ▲0.28% 75.08%
シングルタービン
（汽⼒） 1,243億kWh 39.77% 38.31% ▲1.46% 47.61%
全体平均 4,013億kWh 46.70% 45.60% ▲1.10% 67.39%

基数

効率(%)

コンバインドサイクル
汽⼒タービン

（注1）発電効率は発電端、HHV （注2）実績効率は2014年度実績 （注3）発電効率の計算は発電電⼒量による加重平均

※震災後、LNG⽕⼒の設備利⽤率が上昇しており、結果として低下幅が⼩さくなっている可能性あり

エネルギーミックスでは48％
（再エネ導⼊などの影響込）

BATの参考表における設計効率に低下幅を考慮すると以下のとおり（例⽰：BATの(A)の東⽇本範囲）
発電容量 発電⽅式 設計効率 実績効率
80万kW級 1,450度級多軸型 50.5％ 49.40%
50万kW級 1,500度級⼀軸型 53％ 51.90%
40万kW級 1,400度級⼀軸型 52% 50.90%

低下幅
（▲1.10％）

反映
⽕⼒発電効率のベンチマーク指標①②
に⽤いるLNG⽕⼒発電効率の⽬標値は

48％とすることが考えられる。

実績効率
（発電端、

HHV）
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既設⽕⼒発電所の発電効率について（⽯油等⽕⼒）

発電⽅式 発電電⼒量 設計効率 実績効率 低下幅
（設計→実績） 設備利⽤率

SC 513億kWh 40.26% 38.29% ▲1.97% 27.93%
Sub-C 177億kWh 39.60% 37.25% ▲2.35% 25.23%
全体

（発電電⼒量による
加重平均）

690億kWh 40.09% 38.02% ▲2.07% 26.84%

※BATの参考表には⽯油等⽕⼒に関する発電効率はない

（注1）発電効率は発電端、HHV（注2）実績効率は2014年度実績
（注3）発電効率の計算は発電電⼒量による加重平均

基数

効率(%)

実績効率（発電端、HHV）

⽕⼒発電効率のベンチマーク指標①②
に⽤いる⽯油等⽕⼒発電効率の⽬標値は

39％とすることが考えられる。
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エネルギーミックスにおける発電効率との⽐較

エネルギーミックス
⽕⼒発電効率の

ベンチマーク指標①②における
各電源の⽬標値

発電効率
（運転時）

発電効率
（運転時）

⽯炭⽕⼒ 41% 41%

LNG⽕⼒ 48% 48%

⽯油等⽕⼒ 39%※ 39%

(いずれもHHV、発電端）
※⽯油等については緊急時の対応としての役割で運転時ではなく設計時

14



（参考）事務局案を採⽤した場合の現状（10電⼒＋電発）
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⽕⼒発電効率のベンチマーク指標②
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＜定期報告での評価項⽬＞

省エネ措置の取組状況
 エネルギー消費原単位の推移
 ベンチマーク指標の状況

①判断基準 ：
事業者の管理体制や個別機器の管理⽅法に関する遵守事項を、判
断基準（告⽰）で規定。

③ベンチマーク指標と⽬指すべき⽔準：
現在の設定業種：鉄鋼、電⼒、セメント、紙、⽯油精製、化学
⽬指すべき⽔準：各業界で最も優れた事業者（１〜２割）が満た

す⽔準

• 年間1,500kl以上のエネルギーを使⽤する事業者は、毎年定期報告書を提出する義務がある。
• 定期報告書の内容に基づき、エネルギーの使⽤の合理化の状況に問題のある事業者に対して、省

エネの観点から指導等を実施。

（参考：現⾏制度）省エネ取組の評価⽅法について

事
業
者

定期報告書の
提出

経
済
産
業
省

指
導

定期報告内容の評価
報告徴収や⽴⼊検査などの

調査

取組が著しく
不⼗分な場合

指⽰に
従わない場合

公
表
␓
命
令

合
理
化
計
画
の

作
成
・
提
出
指
⽰

命令に
従わない場合

罰
則

②エネルギー消費原単位 ：年平均１％以上低減
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この際、別表６に掲げる電⼒供給業（※）に使⽤す
る発電専⽤設備を新設する場合には、汎⽤機の中で最⾼⽔準の発電
端効率のものとすること。

事業者全体で、原油換算で年間1,500kl以上消費

 毎年度、判断基準の遵守状況について定期報告義務
 判断基準に照らして著しく不⼗分な場合には、指⽰・命令措置

判断基準（⼯場関連）の概要
燃焼設備、発電専⽤設備など設備について、それぞれ以下の事項に関する
事項を規定
• 管理
• 計測及び記録
• 保守及び点検
• 新設にあたっての措置

 発電専⽤設備の新設に当たっては、国内⽕⼒発電設備の平均的な受電端
効率と⽐較して、著しく下回らないことを求めている。

 発電専⽤設備の新設に当たっての措置において、「汎⽤機の中で最⾼⽔準
の発電端効率のものとすること」が追加で求められる。

さらに、
⼀般・卸電気事業の場合

特定事業者として指定

⼯場等におけるエネルギーの使⽤の合理化に関する事業者の判断の基
準（抜粋）

① 発電専⽤設備の管理
ア．発電専⽤設備にあっては、⾼効率の運転を維持できるよう管理標
準を設定して運転の管理をすること。また、複数の発電専⽤設備の並
列運転に際しては、個々の機器の特性を考慮の上、負荷の増減に応
じて適切な配分がなされるように管理標準を設定し、総合的な効率の
向上を図ること。

イ．⽕⼒発電所の運⽤に当たって蒸気タービンの部分負荷における減
圧運転が可能な場合には、最適化について管理標準を設定して⾏う
こと。

② 発電専⽤設備に関する計測及び記録
発電専⽤設備については、総合的な効率の計測及び記録に関する
管理標準を設定し、これに基づき定期的に計測を⾏い、その結果を記
録すること。

③ 発電専⽤設備の保守及び点検
発電専⽤設備を利⽤する場合には、総合的な効率を⾼い状態に維
持するように保守及び点検に関する管理標準を設定し、これに基づき
定期的に保守及び点検を⾏うこと。

④ 発電専⽤設備の新設に当たっての措置
ア．発電専⽤設備を新設する場合には、電⼒の需要実績と将来の動
向について⼗分検討を⾏い、適正規模の設備容量のものとすること。

イ．発電専⽤設備を新設する場合には、国内の⽕⼒発電専⽤設備の
平均的な受電端発電効率と⽐較し、年間で著しくこれを下回らないも
のとすること。

※電気事業法第２条第１項第⼀号に定める⼀般電気事業⼜は同項第
三号に定める卸電気事業のうち、エネルギーの使⽤の合理化等に関する
法律第２条第１項の電気を供給する事業

（参考：現⾏制度）発電設備に関する判断基準
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• ベンチマーク制度とは、事業者の省エネ状況を絶対値で評価する指標（ベンチマーク指標）を定めることで、事業
者の省エネ取組をより公平に評価する制度であり、エネルギー消費原単位とは別の評価軸から事業者の評価を⾏う
もの。

• 「⽬指すべき⽔準（各業界での上位事業者（１〜２割）が満たす⽔準）」を設定し、これを満たす事業者は省
エネ優良事業者として、定期報告上でプラス評価を⾏う。

産業部⾨のベンチマーク指標（2008〜2009年に制定）

6業種10分野で設定

（参考：現⾏制度）ベンチマーク制度の概要

製造業の約8割をカバー

鉄 鋼
30.5%

化 学
40.2%

窯業⼟⽯
8.2%

紙･パルプ
5.7%

⾮素材系
15.3%

2013年度
5,929（PJ)

【出所】（⼀財）⽇本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧2015」 18



（参考：現⾏制度）電気供給業のベンチマーク制度

事業 ベンチマーク指標 ⽬指すべき⽔準
電⼒供給業
（電気事業法第２条第１項第⼀
号に定める⼀般電気事業⼜は同項
第三号に定める卸電気事業者のう
ち、エネルギーの使⽤の合理化等に
関する法律第２条第１項の電気を
供する事業）

熱効率標準化指標
当該事業を⾏っている⼯場の⽕⼒発電設備（低稼働のもの等を除く。）における定格出

⼒の性能試験により得られた発電端熱効率を定格出⼒の設計効率で除した値を各⼯場の
定格出⼒によって加重平均した値

１００．３％以
上

⽕⼒発電熱効率
当該事業を⾏っている⼯場の⽕⼒発電設備における発電端電⼒量の合計値を、その合

計値を発⽣させるのに要した燃料の保有発熱量（⾼位発熱量）で除した値

未設定

⽬指すべき⽔準達成率の推移

H21 
FY

H22 
FY

H23 
FY

H24 
FY

電⼒供給業
報告事
業者数 11 11 11 11
達成事
業者数 3 3 2 2

ベンチマーク指標（平均値）の推移

99.0
99.1
99.2
99.3
99.4
99.5

H21FY H22FY H23FY H24FY

（％）

熱効率標準化指標＝

定格出⼒の性能試験におけ
る発電端熱効率

定格出⼒の設計効率
×１００
（％）

※１事業者全体の値は、各発電設備の定格出⼒で加重平均（ただし、
離島における発電設備及び年間発電時間が１，０００時間未満の
発電設備を除く。）。

※２ 「定格出⼒の性能試験」とは、ＪＩＳ等の規格を参考に実施した試
験。

※３「発電端熱効率」とは、発電設備での発電量を、その発電に要した燃
料の保有発熱量（⾼位発熱量）で除した値。

※４「設計効率」とは、発電設備設計時の発電端熱効率。
出典：総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会

第３回⼯場等判断基準⼩委員会（平成２０年度）

補⾜説明

改善

悪化
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